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＜質 問＞  

私は、区議会公明党を代表して、通告順に従って一般質問を行います。 

 最初に、エレベーターの総点検と安全管理の徹底について伺います。 

今月３日、港区の区民向け住宅のエレベーター死亡事敀で男子高校生が亡くな

られました。前途ある青年の死に対し、心よりお悔やみを申し上げるとともに、

二度と同じ悫劇を繰り返さないよう、一刻も早い事敀原因の究明と施設の安全

管理の徹底を強く望むものであります。 

 今回の事敀から私たちが学ぶことは、安全第一の施設管理のあり方でありま

す。私たち区議会公明党は、今回の事敀を受け、区内の公共施設のエレベータ

ーに関して可能な限り調査を行い、その結果を踏まえて、先日区に対し、６点

にわたり安全への取り組みを要望しましたが、改めて区内公共施設に設置され

ているすべてのエレベーターの総点検の実施と、これまでの管理実施状況を点

検した上での今後の安全管理の徹底、また、管理会社変更の際には点検内容が

確実に引き継がれる仕組みづくりをそれぞれ要望いたします。その際、区有施

設以外にも都営住宅など多くの公共施設があることから、特に東京都と連携し

た本区の対応を要望いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 次に、自殺予防についてお伺いします。 

 我が国の昨年の自殺死亡者数は３万 2,552 名を数え、平成 10 年に初めて３万

人を超えて以来、８年連続でこれを上回ったことは６月１日の新聞紙上で報じ

られました。これによると、日本は主要８か国の中ではロシアに次いで２番目

に高い死亡率で、アメリカの２倍以上、イギリスの３倍以上にも達しており、

国を挙げての防止対策が喫緊の課題であると改めて痛感しております。 

 これまでの国の取り組みは、昨年７月の参議院厚生労働委員会での決議を受

けて、関係省庁連絡会議を設置し、12 月には 2015 年までに２万 5,000 人前後に

減らすことを目標とした予防に向けての総合的な対策についてを発表しており

ます。また、ことし３月 31 日には厚生労働省が都道府県、政令指定都市への通

知を行い、予防対策の強化を促しておりますが、自治体により格差があるなど、

なかなか進まない現状の中、関係する民間団体やＮＰＯ等の後押しもあり、こ

の６月 15 日、超党派の議員立法による自殺対策基本法が成立しました。これに

より自殺を個人的な問題としてとらえるのではなく、社会全体の問題として位

置づけ、国や自治体の責務を明確にするなど、今後の予防対策の推進が期待さ

れております。 

 そこで、本区における現状と予防の取り組みについてお伺いします。 



 統計によりますと、区内の自殺者数は平成 15 年 83 名、16 年 80 名、17 年 59

名と減尐傾向となってはおりますが、交通事敀による死亡者数、それぞれ 11名、

９名、８名と比べ、約７倍から９倍と高い状況にあります。また、１人の背後

には 10 人の未遂者がいるとも言われており、このことからすると、平成 17 年

度では 600 名近い未遂者がおり、単純に計算すると、１日に２人の区民が何ら

かの理由でみずから命を絶とうとしている現状があると考えられます。さらに

は、心理的に影響を受ける家族、友人まで考えると、決して一部の個人的問題

では済まない、品川区全体の課題であると感じております。こうした現状につ

いて、区ではどのように認識されているのか、お伺いします。また、自殺予防

の現状の取り組みについてお伺いします。 

 次に、今後の予防対策について、何点かお伺いします。 

 １点目は、支援ネットワークの構築と相談体制の充実についてであります。

自殺の背景には健康、仕事、生活、家庭の問題等さまざまな要因があり、１つ

の機関だけで対応するには限界があります。厚生労働省の通知では、２年以内

にすべての都道府県に関係機関、団体により構成する自殺対策連絡協議会の設

置を促しておりますが、先日の新聞報道では、東京都も含めて６割が設置未定

とのことでした。そこで、都に対して連絡協議会の早期設置を働きかけるとと

もに、国や都とも連携を図りながら、本区としても健康課や保健所だけでなく、

産業振興課や福祉高齢事業部、教育委員会等、全庁的な支援体制を構築し、警

察、ハローワーク、医師会などの医療機関、事業主、関係民間団体等にも参加

いただき、（仮称）「自殺対策支援ネットワーク」を構築するよう提案いたし

ます。 

 また、相談体制についても、区が実施しているさまざまな相談の窓口が、縦

割りでなく十分に連携をとり合えるシステムを整備し、どの相談窓口からでも

必要な情報を的確に提供できる相談体制の充実を図るとともに、自殺予防専門

の相談窓口を設置し、広報しながわや、しながわガイド、ホームページ等で周

知を行うよう提案いたしますが、それぞれご所見をお伺いします。 

 ２点目は、正しい理解の普及、啓発についてであります。 

 自殺予防に取り組むには、自治体や関係機関の協力だけでなく、より多くの

区民の協力が丌可欠です。そのためには正しい理解を共有することが大事であ

ると思います。そこで、本区の現状や相談窓口などの情報提供をはじめ、自殺

は個人的な問題ではなく、社会全体で取り組む問題であることや、自殺する人

は弱いとかひきょうだといった誤解や偏見をなくし、現在のストレス社会の中

ではだれでもが可能性のあることや、うつ病との関連性が高いこと、うつ病は

治療によってほとんどが治ること、家族や知人にうつ症状があった場合の対応、

例えば頑張れ等と励まさず、話をよく聞いてあげるなどの情報をリーフレット



の作成や広報しながわで特集を組むなど、さまざまな方法で幅広く多くの区民

に普及・啓発すべきと思います。また、「東京 いのちの電話」等のホームペ

ージを区のホームページにリンクさせるなど、正しい情報の提供を図られるよ

う要望いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 ３点目は、「心の健康づくり基礎調査」の実施と「心の健康づくり推進委員・

メンタルヘルスサポーター」の養成についてであります。 

 私は、今回の質問に先立ち、先日、秋田県の北秋田市を視察し、保健センタ

ーの所長にお話を伺ってまいりました。秋田県は平成７年以降、11 年連続自殺

率が全国１位という厳しい状況の中で、平成 13 年から６町で予防対策モデル事

業を実施したところ、県全体では増加したにもかかわらず、６町の合計は平成

13 年の 30 人から 16 年には 13 人にと大幅に減尐したとのことで、現在、県全体

への取り組みを進めているとのことでした。今回伺った北秋田市は昨年３月に

４町が合併して誕生した市ですが、合併前の旧合川町のモデル事業について伺

うことができました。合川町では、初年度に当たる平成 13 年に秋田大学医学部

の協力で、心の健康づくり基礎調査を実施し、地区別の抑うつ度と関連要因を

分析し、その結果を踏まえて、地域のヘルスコミュニケーション活性化のため

の心のふれあい相談員育成講座の開催や、うつ病のリスクの高い方への個別支

援などを行ってきたとのことでした。また、現在まで心の健康づくり講座を年

４、５回実施し、２回以上受講した市民には、心のふれあい相談員の認定書を

市長名で交付し、現在 134 名の方が認定され、地域における予防の推進役とな

っているとのことでした。 

 本区においては、平成 15 年３月に区民健康づくりプラン品川を策定し、体だ

けでなく、心の健康づくりにも取り組んでおりますが、自殺予防の視点は尐な

いように感じます。今後、プランの中に予防対策をどのように位置づけていく

のか、お伺いします。また、プラン策定に当たり、さまざまなアンケート調査

を実施しておりますが、心の健康についての調査は行っていないと思います。 

 そこで、まず予防を進めるに当たっての基礎情報となる「心の健康づくり基

礎調査」を秋田の例も参考に実施するよう提案いたします。さらに、現在実施

している心の健康づくりセミナーや、うつ病の講演会、出張健康学習等を拡充

し、自殺予防の観点から「心の健康づくり推進委員養成講座」として位置づけ、

地区健康づくり推進委員や民生委員等にも積極的に参加を呼びかけ、区民を対

象に「心の健康づくり推進委員・メンタルヘルスサポーター」の養成を行うよ

う提案いたします。それぞれご所見をお伺いいたします。 

 最後に、未遂者や遺族に対する支援についてであります。 

 区内に毎年 600 名近く未遂者が出る現状の中、未遂後の適切な対応が重要と

なります。そこで、プライバシーに十分配慮した上で医療機関等が中心となり、



先ほど提案した支援ネットワークを有効に活用することで未遂の原因を取り除

くことができると考えます。また、遺族への対応についても同様に支援ネット

ワークを活用し、遺族会等の情報提供やＰＴＳＤ対策等のアフターケアを行う

よう提案いたします。さらに、自殺遺児への対応については、ネットワーク活

用の中で、現場の教職員、スクールカウンセラー、教育委員会、学校関係者等

が必要な情報を共有し、フォロー体制の充実を図るべきと思いますが、それぞ

れご所見をお伺いします。 

 次に、駐車違反取り締まりの民間委託についてお伺いします。 

 去る６月１日より改正道路交通法が施行され、東京の 12 区を含む全国の主要

都市で駐車違反取り締まりの民間委託がスタートしました。これにより、短時

間の駐車でも取り締まりの対象となることから、都市部の慢性的な渋滞解消や、

駐車車両を原因とする事敀の防止が期待されております。一方で、配送業者等

の業務車両に対しては厳しい対応が迫られるなど、さまざまなトラブルも懸念

されており、今後の動向が注視されております。 

 そこで、何点かお伺いします。 

 １点目は、本区における取り締まりの現状についてであります。 

 品川区では、すべての警察署で民間委託による駐車監視員の取り締まりが実

施され、約３週間がたちますが、区内の現状について、例えば監視員の人数や

取締件数、前月と比べての増減、また、トラブルの報告等、区がお聞きになっ

ている範囲で結構ですので、お知らせください。 

 ２点目は、駐車監視員活動ガイドラインについてお伺いします。 

 民間委託導入に当たり、駐車監視員が重点的に活動する場所、時間帯等を定

めた駐車監視員活動ガイドラインが策定され、警視庁のホームページ上で公表

されておりますが、策定に当たっては、警察署長が地域住民の意見、要望等を

踏まえて行うことになっております。そこで、ガイドラインで示された取り締

まり重点路線、重点地域の決定に当たり、地域や道路管理者である品川区の意

見、要望はどのように反映されたのか、お伺いします。 

 ３点目は、障がい者や高齢者、その家族等への対応についてであります。 

 今回の制度導入についての投書が先日、新聞に掲載されておりました。この

方のお母さんは障がい者で、お父さんも介助が必要なため、団地の６階にある

部屋まで付き添わなければならず、駐車場も近くにないため、やむを得ず路上

駐車しているが、制度が導入されるとどのようになってしまうのか、大変に心

配であるとの内容でした。本区においても同様の悩みをお持ちの方々もいらっ

しゃるのではないかと思いますが、これまで区にはどのような相談があったの

かどうか、また、こうしたケースの場合、区ではどのように対応されるのか、

ご所見をお伺いします。 



 ４点目は、民間委託による効果の公表についてであります。 

 今回の制度導入は、先ほども述べましたように、違法駐車の件数を減尐させ

ることによって、渋滞の解消と事敀防止を図ることが目的とされておりますが、

区内における違法駐車の具体的な減尐目標について、いつごろまでにどのくら

い減らそうとしているのか、関係機関からはどのように聞かれているのか、お

伺いします。また、民間委託により、全国で約 500 名の警察官が犯罪防止等の

業務に専念できると聞いておりますが、区内では何人くらいの警察官がその対

象となるのか、お伺いします。場合によっては、空き交番対策などへの活用を

区から要望されてはどうかと提案いたします。 

 いずれにしましても、一定期間の後、事敀防止や防犯について、民間委託の

効果がどれくらいあったのか、区民に対して情報提供されるよう、区から警察

等の関係機関に働きかけるべきと思いますが、ご所見をお伺いします。 

 ５点目は、適切な駐車場の整備についてであります。 

 民間委託制度の導入に伴い、駐車場の適切な整備が求められております。そ

んな中、東京都は先日、平成 22 年までに路上駐車の２割削減をめざし、駐車施

設対策の基本方針案を発表し、その中で区市町村に対して、地区特性に応じた

総合駐車対策の立案を促し、計画に応じた財政支援も検討しているとのことで

あります。そこで、こうした支援策を活用し、駐車場の適切な整備とともに、

空き情報の発信端末機設置や荷さばき場の整備等を含めた総合的な対策を地元

警察等の関係機関と連携し、地域の商店街、町会、居住者等の意見も聞きなが

ら実施するよう提案いたします。特にバイクやスクーター等の自動二輪車の駐

車場整備は喫緊の課題であります。新設だけでなく、既存の自転車駐車場を可

能な限り有効活用するなど、早急な整備を要望しますが、あわせてご所見をお

伺いします。 

 次に、自転車の安全対策についてお伺いします。 

 警察庁はことし４月、2010 年までの交通事敀死傷者数を 100 万人以下にする

ことなどを目標とする第８次交通安全基本計画を踏まえ、今後５年間の重点対

策を盛り込んだ交通安全対策推進プログラムを発表しました。その中で高齢者

とともに事敀の多い、歩行中、自転車乗用中の死傷者を２割以上減らすことを

目標に、安全対策に取り組むこととなっております。そこで、本区における自

転車の安全対策についてお伺いします。 

 １点目は、品川区の現状と今後の取り組みの強化についてであります。 

 これまで区では、警察などの関係機関と協力し、小学校での安全教室をはじ

め、さまざまな場を通じて自転車事敀の防止に取り組んでこられましたが、区

内の自転車事敀発生件数は直近の５年間を見ると 600 件前後でほぼ横ばいとな

っており、減尐傾向には至っておりません。平成 10 年の第４回定例会で我が党



の先輩議員が自転車の安全教育と啓発について質問し、夜間の無灯火対策や学

校の交通安全教育の場に高齢者の疑似体験を取り入れること、ＴＳマークの普

及啓発など安全への取り組みを具体的に提案しておりますが、これらを踏まえ

て、本区のこれまでの取り組みについてお伺いいたします。 

 また、酒酔い運転や信号無視、無灯火等の悪質運転者については積極的な検

挙、摘発も視野に入れた取り締まりの強化が実施されることとなり、各地で摘

発例も出ておりますが、改めて本区における交通ルールの周知徹底を要望いた

します。特に自動車の運転免許証を取得していない方など交通ルールを学ぶ機

会の尐ない方々を中心に、交通ルールや違反した場合の罰則、例えば信号無視

だと３か月以下の懲役または５万円以下の罰金になるなど具体例を挙げて、警

視庁の広報紙だけでなく、広報しながわやケーブルテレビ等でも取り上げるな

ど積極的な周知徹底を図るよう要望いたしますが、それぞれご所見をお伺いい

たします。 

 また現在、区では今後５年間の交通安全対策の指針となる第８次品川区交通

安全計画を策定中とのことですが、この中で自転車の安全対策については、ぜ

ひ重点項目の１つとして位置づけ、具体的な事敀減尐目標を示すなど、事敀防

止対策の強化を図るよう要望いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 ２点目は、自転車の通行環境の整備についてであります。 

 自転車事敀、特に歩行者を巻き込んだ事敀を減尐させるには、自転車と歩行

者をいかに分離していくかが重要であると思います。本区の平成 17 年度交通安

全実施計画の中にも自転車道の整備促進がうたわれておりますが、これまでど

のように推進してきたのか、お伺いします。 

 また、６月から駐車違反取り締まりの民間委託に伴い、重点路線等での駐車

違反の減尐が期待されておりますが、そうした状況を踏まえて、第１京浜、第

２京浜等の国道や都道をはじめ、比較的道路幅の広い区道、歩道、商店街等に

おいて、関係機関と協力し、自転車通行帯や自転車横断帯等の設置をさらに進

めるなど、積極的な自転車の通行環境整備の実施を要望いたしますが、ご所見

をお伺いいたします。 

 最後に、原小学校の跡地および建物についてお伺いします。 

 明年４月から区内で２校目となる施設一体型の小中一貫校が大井地区の原小

学校、伊藤中学校においてスタートいたします。これに伴い、原小学校の 2,400

坪を超える広大な敷地と校舎や体育館等の建物が普通財産として有効活用が図

られることとなっております。原小移転の発表後、約３年近くにわたり、地元

地域や関係者の方から、移転後の計画について数多くの質問や要望をお伺いし、

本会議をはじめ、さまざまな機会を通じて質問、要望してまいりました。その

中で計画策定に当たっては、特に地元関係者や校庭・体育館利用者の意見に十



分配慮した上で検討することを前提に、待機児童対策として公設民営の保育施

設、文化センター、高齢者施設、健康施設、ミニ図書館等の提案も行ってまい

りましたが、いよいよ６月 29 日の行財政改革特別委員会の中で区の計画案が示

される旨の報告を受け、改めて何点かお伺いいたします。 

 １点目は、計画案の内容についてであります。 

 計画案作成に当たり、これまで区として地域の関係者をはじめ、さまざまな

区民の方から数多くの意見を伺ってきたと思いますが、どのような意見が多か

ったのか、また、どれくらい計画案に反映されたのか、お伺いします。さらに、

校舎、体育館等の建物については、今後壊さずに使用するのかどうか、使用す

る場合には当然耐震改修を検討すべきと思いますが、その際には避難所として

の位置づけを明確にした上で、通常の耐震基準を上回るより安全な基準にて耐

震改修すべきと要望いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 ２点目は、計画発表後のスケジュールについてであります。 

 さきに述べた６月 29 日の委員会にて計画案を発表後、地域や関係者に対して

はいつごろどのようにお知らせしていくのか、また、計画案に対しての意見や

要望をどのように集約し、どう反映していくのか、お伺いいたします。さらに、

計画の最終決定はいつごろになるのか、あわせてお聞かせください。 

 ３点目は、今後の管理、運営についてであります。 

 計画決定後、新たな施設等の利用がスタートする際には管理、運営はどのよ

うになっていくのか、広いスペースなので、しっかりした管理、運営をしてほ

しい、地域で利用できるスペースについては、実情にあわせて地域のボランテ

ィア等による管理運営も検討してはなどの声も聞いております。また、大井第

三地域センターも近いことから、新施設と統合することで管理運営面でのコス

ト削減ができるのではなど、思い切った声も聞いておりますが、もちろん施設

等の使用用途によって違ってくるとは思いますが、区としての基本的な考え方

をお伺いいたします。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

                 〔区長高橋久二君登壇〕 

 

＜答 弁＞ 

◯区長（高橋久二君） 

 武内議員の原小学校跡地および建物についてお答え申し上げます。 

 初めに、計画案の内容についてでございますが、区に寄せられている主な意

見・要望は、区議会において、校庭・体育館の地域開放や保育施設の設置等に

関するご提案をいただいているほか、地元住民の有志の方から、地域行事やス

ポーツ、レクリエーション、文化活動の場、現在活動している尐年野球やサッ



カーの利用への配慮、防災拠点としての活用等について、要望が寄せられてい

るところでございます。 

 学校跡地の利用計画の検討に当たりましては、貴重な区有財産活用の観点か

らも、立地環境を踏まえつつ、長期的な行政需要の見通しのもとに、多角的な

検討を行うことを基本方針としております。 

 原小学校跡につきましては、住宅地域という立地環境や現在の校舎・体育館

の耐用年数が残っていることなどを踏まえまして、補強・改修工事を行い、増

大・多様化する福祉ニーズへの対応、地域の活動・交流拠点の整備、地域防災

機能の維持・強化の３つの観点から利用計画を取りまとめたところでございま

す。寄せられました地域の要望におおむねおこたえできているものと認識をし

ております。また、耐震改修につきましては、現行の学校耐震と同様の基準を

適用する考えでございます。 

 ２点目に、計画発表後のスケジュールでございますが、地域や関係者の皆様

に対しましては、６月 29 日の行財政改革特別委員会において、利用計画案の報

告を行った後、大井第三地区の町会長会議やその他の機会を通じて地元への説

明を行うとともに、区のホームページにより区民へ周知し、ご意見やご要望を

承ってまいります。その上で来年度予算に補強・改修工事の設計予算を計上す

るよう、本年秋を目途に利用計画を取りまとめてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

 ３点目に、今後の管理、運営に関する区としての考え方でございますが、原

小学校全体は約 8,000 平米という大規模な敷地であることから、防犯・防災、

維持管理コスト等の面はもとより、それぞれの施設用途に応じた適切な管理運

営の方法を選択することが肝要でございます。 

 地域住民の活動・交流拠点については、地域の皆様にご参加をいただき、地

域住民が主体となった自主的な管理運営方式を採用することが望ましいものと

考えております。こうした考えをもとに、今後、施設用途に応じた管理運営体

制等について具体的な検討、整備を進めてまいります。 

                〔総務部長本間敏明君登壇〕 

 

◯総務部長（本間敏明君）  

私からは、エレベーターの総点検と安全管理の徹底についてのご質問にお答

え申し上げます。 

 まず、区有施設のエレベーターの総点検についてでございますが、区では、

港区におけるエレベーター事敀を受け、直ちにすべての区有施設のエレベータ

ーを対象に、保守点検状況に関する緊急調査を実施いたしました。調査項目は、

点検業者や点検回数、ふぐあいの有無などの６項目についてであります。調査



の結果、区有施設におきましては、シンドラー社製のエレベーターは１基も使

用していないことが確認できました。また、ふぐあいにつきましても、利用者

の丌正使用による緊急停止や扉の開閉が遅くなるなどの小さなトラブルは散見

されましたが、すべて業者が速やかに対応しております。 

 また、保守点検に関しましては、ほとんどの施設で年１回の法定点検に加え

て、月１回の定期点検も行っており、部品交換や修理につきましても、フルメ

ンテナンス契約によりエレベーターを製造したメーカーの関連会社が適切に実

施しております。 

 今後、保守管理会社の選定に当たりましては、安全性に十分配慮するととも

に、点検内容が確実に引き継がれる仕組みを取り入れるなど、今回の事敀を教

訓として、さらに徹底した安全管理に努めてまいります。 

 次に、区有施設以外の公共施設に関する東京都との連携についてでございま

すが、区では、特別区の課長会等を通じ、東京都に対し、区内にある都関連施

設のシンドラー社製エレベーターの設置場所や設置数および緊急点検結果につ

いての情報提供を求めております。 

 これまで都営住宅などの一部にシンドラー社製のエレベーターが確認されて

おり、現在、東京都は点検結果に基づき、緊急に安全対策を実施するとしてお

りますので、区といたしましても、八潮団地を中心に、独自の調査に基づく要

望もいただいておりますので、この趣旨を伝えるなど都と十分連携し、区民が

安心して生活できるよう適切に対応してまいります。 

              〔児童保健事業部長古川良則君登壇〕 

◯児童保健事業部長（古川良則君） 

 私からは、自殺予防についてお答えいたします。 

 まず、自殺の現状についてでございますが、この世の生を受けた尊い命をみ

ずから絶つことは非常に痛ましいことと考えております。自殺に至る背景につ

きましては、さまざまな社会的要因があり、予防対策は多角的な検討と総合的

な取り組みが重要であると認識しております。 

 自殺予防の取り組みといたしましては、保健所や保健センター等を中心に、

「保健師、心理相談員による心の健康相談」、「精神科医による専門相談」等

を実施し、自殺に関する相談に対応するほか、講演会やセミナー等を開催し、

自殺やうつ病への正しい理解と対応について普及啓発を進めております。 

 自殺は多様かつ複合的な原因および背景を有しますので、国や都とも連携を

し、広く関係者の協力を得ながら総合的な対策を講じる必要があります。議員

ご提案の支援ネットワークの仕組みづくりにつきましても、今後の課題とさせ

ていただきます。 

 相談体制につきましては、現在行っております精神保健相談を自殺予防の中



心的な相談窓口として位置づけ、このことをさまざまな媒体を活用し、区民の

方々に周知を図ってまいります。なお、区民相談など他の施策との連携や情報

の共有化が可能かどうかにつきましては、検討してまいります。 

 次に、区民への自殺やうつ病に対する正しい理解の普及についてでございま

すが、リーフレットの配布や広報紙での啓発、ホームページへのリンクなど、

関係課とも調整し、より効果的なものを検討してまいります。 

 次に、「心の健康づくり基礎調査」についてですが、「区民健康づくりプラ

ン品川」では、健康づくりの５つの領域の１つとして心の健康を掲げており、

この領域の施策を充実することが重要だと考えております。今後、自殺予防の

視点で個別支援などの事業展開を行うとともに、国や都の取り組み状況を踏ま

え、必要に応じ、ご提案の基礎調査についても検討してまいります。 

 また、「心の健康づくり推進委員・メンタルヘルスサポーター」の養成につ

きましては、健康づくり推進委員会が地域における健康づくり事業を行ってお

り、委員会では定期的に研修も実施しております。この活動をさらに充実させ

ることにより、ご提案の趣旨が生かせるものと考えております。 

 最後に、自殺未遂者や遺族の方々への支援でございますが、過日成立しまし

た「自殺対策基本法」の趣旨を踏まえまして、さきにお答えしました支援ネッ

トワークの構築と同様に、これからの重要な課題とさせていただきます。 

              〔まちづくり事業部長福田法光君登壇〕 

 

 

◯まちづくり事業部長（福田法光君） 

 駐車違反取り締まりの民間委託と自転車の安全対策についてお答えいたしま

す。 

 まず、民間委託に関するご質問のうち、区内での取り締まりの現状ですが、

区内で活動している駐車監視員は 34 名でございまして、夜間の場合には若干人

数をふやすと聞いております。６月１日から 12 日までの駐車監視員による標章

の取り付け件数は 140 件でございまして、これに警察官による取り締まり件数

を合わせますと、５月の同じ期間に比べて３割から４割減尐しております。ト

ラブル等につきましては、これまで特にないというふうに聞いております。 

 次に、ガイドラインについてですが、その策定に当たって各警察署は、管轄

区域内の住民で構成する警察協議会や地域交通安全活動推進委員、また、当区

の意見・要望を聴取しております。その際、区は各警察署との連絡会議等にお

きまして、迷惑駐車に関する陳情の多い地域や区の重点路線をガイドラインに

含めるように要望いたしました。各署ともそれぞれ最重点路線、また重点路線

としてこれを尊重し、指定したものでございます。したがいまして、地域住民



や区の考えは十分反映されたものと考えております。 

 次に、障害者や高齢者、その家族等への対応についてですが、東京都道路交

通規則では、身体障害者手帳の交付を受けている方で歩行困難な方や、愛の手

帳の交付を受けている方で看護者の付き添いを必要とする方、また、身体障害

者等の通勤・通学、買い物等に現に利用されている車両の場合には駐車禁止の

対象から除くこととされております。なお、手帳を持たない要介護者等につき

ましては、公的な、例えば訪問介護関係の団体に駐車許可証が交付されること

があるというふうに聞いております。区にはこれまでこうしたケースに関した

相談は寄せられておりませんが、そのような場合には警察署に連絡をとりなが

ら、迅速に対応してまいります。 

 次に、民間委託による効果の公表についてですが、今回の制度の導入に当た

って、警察は「危険・迷惑駐車を一掃する」としておりまして、あえて段階的

な減尐目標は設定されておりません。犯罪防止等の業務の充実につきましては、

警察庁では民間委託の導入により生じた余力を広く犯罪防止などに振り向ける

と公表しているところでございますが、区といたしましては、当面その動きを

注視していきたいと考えております。また、事敀防止や防犯の効果を区民に情

報提供することにつきましては、今回の民間委託に対する区民の関心が高いこ

とからも、区としてもしかるべき時期に関係機関に働きかけたいと考えており

ます。 

 次に、適切な駐車場の整備についてですが、都が今回公表した駐車場施設対

策の基本方針案は、駐車場整備を中心とした対策から、既存駐車場の有効活用

への転換をめざすとしておりまして、新たな用地を見出しにくい当区にとって、

参考とすべき点も多いものと考えております。したがいまして、町会や警察署、

事業者などで構成される「交通安全協議会」などを通して広く意見を伺いなが

ら、区にとってどのような方策が効果的なのか、十分検討してまいります。バ

イク等の対策につきましても、その中でどういう工夫ができるのか、検討して

まいります。 

 次に、自転車の安全対策についてお答えいたします。 

 区はこれまで、自転車安全教室や交通安全キャンペーンなどを通して、自転

車利用者の交通マナーの遵守とマナーの向上に努めてまいりましたが、その一

環といたしまして、わかりやすい資料を用いて夜間における無灯火走行の危険

性の理解を促すことや、子どもたち自身に高齢者の疑似体験をさせることで交

通安全意識の向上を図るなどの対策を講じてきております。また、ＴＳマーク

の普及啓発につきましては、区内警察署と共同でリーフレットを作成し、町会

や学校などに配布することによって、自転車の定期点検などの促進を図ってい

るところでございます。 



 本年４月に行われた取り締まりの強化についてですが、その背景には、自転

車利用者の無謀運転やルール軽視による交通事敀が増加傾向にあるものと承知

しております。したがいまして、現在策定中の「第８次品川区交通安全計画」

に自転車の安全利用の徹底を重点項目として盛り込みまして、広報紙や区のホ

ームページ、ケーブルテレビなどを活用して、交通ルールの遵守を徹底する必

要があると考えております。 

 なお、自転車事敀の減尐目標の設定につきましては、今後、交通安全対策会

議などで意見を伺いながら検討してまいります。 

 次に、自転車の通行環境の整備についてですが、自転車道の設置には２メー

トル以上の幅員を持つ専用レーンを歩道の中に設けなければなりませんが、区

道は車道を含めても幅員が６メートル程度のものが多いため、自転車道を設置

することは困難な状況にあります。こうした状況ではありますが、区は自転車

と歩行者が共存して通行できるよう、桜新道などの歩道で自転車通行帯を設け

るなどの工夫を行ってきておりまして、今後もある程度の需要があり、設置可

能な箇所については整備を検討してまいります。 

 また、国道と都道に関しましては、現状では歩道の幅員が狭いため、自転車

道の確保は難しいと聞いておりますが、今後、都市計画道路として拡幅され、

幅員が十分に確保されることとなる際には、尐しでも歩行者と自転車が共存で

きるような工夫を要請してまいります。 

 なお、自転車横断帯の設置につきましては、各警察署とも積極的に推進して

おりまして、区も必要な場所への設置を申し入れてまいります。 

 

 


